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太田 仁  
Ota Jin 
 
本論考は、日本の若者の自殺予防に関する基礎的論考である。男性は、小学生段階か
ら働き盛りの 40 代まで、女性も中学卒業後 29 歳までの死因の 1 位は自殺である。既に
学校段階では、児童生徒に対する自殺予防教育が行われ、その保護者、教師、地域の人々
についても自殺の危険を示すサインに気づき、適切な対応（悩んでいる人に気づき、声
をかけ、話を聞いて、必要な支援につなげ、見守る）を図ることができるゲート・キー
パー研修を全国展開して実施している。  
しかしながら、インターネットで即時に不特定多数の人とつながりが可能となった現
代で逆説的に対人的紐帯が弱体化している現代では、インターネットにおいて自殺をほ
う助するサイトの存在が問題となるなど、潜在的に孤独感を抱え、希死願望を募らせる
若者たちは少なくない。  
特に、周囲の見守りが少なくなる学校卒業し自他ともに「自立」を期待される発達段
階を迎える若者たちに対する学校段階を経てからの予防教育に資する知見が必要である。
本論考は、自殺を念慮する個人は特にたすけを求めることが難しい心理的状況に注目し、
援助要請の過程における各段階の課題と介入、さらには、苦悩に寄り添い理解してくれ
る援助者との連携過程を提案し、若者の自殺予防対策プログラム作成に関する基礎的指
針を示した。  
若者の死因の 1 位は自殺という現実  
日本の自殺の状況について警察白書 (2017)では 60 歳以上が最も多く、 50 歳代、40 歳
代が多くなっている。自殺の全体数は平成 10 年に急増した後、近年は減少傾向にある。  
年齢階級別の自殺死亡率の推移についても、多数を占める 40 歳代、50 歳代、60 歳以上
は、ピーク時から大幅に低下している。  
一方、20 歳未満では 1998 年以降おおむね横ばいで、 20 歳代や 30 歳代 は、ピーク時か
ら低下がみられるものの、減少率 40 歳代以上と比べて小さい。特に、 19 歳未満、20 歳
代、30 歳代は急増以前の水準に戻っていない。   
男女別では、男性は、 20 歳代 が 10 年以上前から一貫して上昇していたが、  23 年以降
は低下を続けており、30 歳代は 2010 年以降は低下している。女性は、50 歳代以上は低
下しており、その他の年代では  上昇傾向にあったが、 2012 年には低下している。  
日本の自殺者数は、各方面の尽力により確実に減少し続けている状況を伺えるが依然
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日本の若者の自殺の多さはその年代の死因の第１位と深刻な状況が続いている。特に、
男性は 10～44 歳で死因の１位であり、自我が芽生える小学生から思春期、青年期、そし
て働き盛りの年代まで日本の社会を担うべき有為な年代で自殺が多く、その事情は女性
においても 15～29 歳の若い世代で死因の第１位が自殺となっておりこの傾向は他の国
には例を見ないことから日本の社会病理が若い人たちの命を奪っていると読み替えるこ
ともできよう。  
政府は、わが国の自殺の深刻な状況を鑑み、平成 24 年(2014)自殺総合対策大綱を制定
し、５年を経過した 2016 年に見直しに向け「自殺対策に関する意識調査」を実施した。  
その調査において、『悩みを抱えたときやストレスを感じたときに、誰かに相談したり助
けを求めたりすることにためらいを感じるか』の質問について「そう思う」と「どちら
かというとそう思う」を  合わせて 46.9％であった。  
年代別では男性 の 50 歳代で 57.3％、60 歳代で 57.7％、70 歳以 上で 53.7％と中高年
の男性で高くなっていた。また、女性の 40 歳代で 36.3％、60 歳代で 38.7％と低くなっ
ていた。他者への援助要請については、男性は女性よりも抑制され、人に助けを求めに
くい状況がある (太田,2005)。 
 一方『不満や悩みやつらい気持ちを受け止め、耳を傾けてくれる人がいると思うか』と
の質問については「そう思う」と「どちらかというとそう思う」を合わせた者の割合は、  
83.1％であった。年代別では、男性の 60 歳代で 68.2％、70 歳以上で  72.9％と低くなっ
ていた。また、女性の 20 歳 代で 97.8％、30 歳代で 91.9％、40 歳代で  92.6％、60 歳
代で 90.2％と高くなっている。  
自分ではどうすることもできず、継続的に深刻な悩みを抱え続けている時に、心を開い
て相談してみよう、誰かに助けてもらおうと決意しても、自分の困窮事態を理解しくれ
て適切な援助をしてくれる援助者について思い浮かばなければ、たすけを求める行動は
実現されない。  
不安と孤独感から逃れるためにさまよう若者の心と行動  
 苦しみのさなかにあるとき、自分に寄り添い、「適時に適切な援助をしてくれる人たち」
すなわち援助の輪についてソーシャル・サポートの研究は有用な知見を与えてくれる。
ソーシャル・サポートの定義は、社会的ネットワーク構造からサポートを定義（構造的
定義）と、 利用可能な／実際に行われた対人的相互作用をサポートとする（機能的定義）
の 2 つがあるとされている（ House＆Kahn，1985）。ネットワーク構造によるサポート指
標は直接効果（困窮事態の程度にかかわらず、サポートが健康の維持・促進を促す） を、
利用可能性によるサポート指標は緩衝効果（特に高ストレス時において、 サポートのス
トレス緩和機能が顕著となる）を、それぞれ示す傾向にあることが指摘されている（ Cohen
＆Wills，1985）。すなわち、ソーシャル・サポートと総称される対人関係要因の中には、
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ベースラインとしての健康を規定する側面と、ストレス直面時のストレス緩和効果を左
右する側面としての 2 種類がある。  
Rook＆Pietromonaco(1987） は、対人関係が健康に及ぼす肯定的機能としての 3 側面
を挙げている。第 1 は  「社会的調整機能」、すなわち安全のゲート・キーパーとしての
機能である。個  人はネットワークに所属することで、何が危険な行動なのかを認識し、
自制し、 安全かつ健康的な生活を過ごすことが可能となる。第 2 は「対人欲求充足機能」  
である。個人は他者との相互作用を通じて親密化欲求を満たすというこの側面  は、コン
パニオンシップとほぼ同義である。そして第 3 は「ストレス低減機能」 である。すなわ
ち、ストレッサーに直面したとき、周囲の人々の援助によって、 個人のストレスは抑制・
低減される。そして、ここで留意すべきは、「これらの  肯定的機能のいずれも、それが
欠如・不足している状態は、単なる肯定性の欠  如・不足に留まらない」ということであ
る。そのことは、社会的調整機能に欠  ける対人関係のあり方が、単に「ネットワークの
不在」ではなく「社会的孤立」という概念で言及され、対人欲求充足機能を満たさない
対人関係のあり方が、 単に「相互作用の不在」ではなく「孤独感」という概念によって
言及されるこ とからも伺える。人間にとって所属欲求（ Baumeister＆Leary，1995）が
基本的かつ普遍的なものであることからも、人間にとってプラス要素がない対人関係は、
ゼロではなくマイナスに評価される。  
中学卒業後の自殺予防の課題  
文部科学省(平成 26 年 (2014))「子供に伝えたい自殺予防  学校における自殺予防教育
導入の手引 p28-30(=以下手引き )」では、自殺予防教育実施に向けた下地づくり（基盤）
となる既存の教育活動として「生命を尊重する教育」や「心身の健康を育む教育」，「暖
かい人間関係を築く教育」が挙げられており、これらの実施するための教師との信頼関
係づくり，相談しやすい雰囲気づくり，保健室，相談室などを気軽に利用しやすい所に
する居場所づくりなど，子供の心に寄り添う「校内の環境づくり」が重要だとしている。  
高木・太田(2010)は、高校生の教師に対する援助要請態度の構造について、肯定的な
側面では、「緊急性」「信頼性」「共感性」「外見的魅力」「他者勧奨」否定的な側面として、
「評価懸念」「不信感」「自尊脅威」「被援助効果懸念」「自律性」「自己隠蔽」を確認して
いる。肯定的側面については、日常の教師との相互作用の頻度、生徒自身の日常の援助
成功経験、学校適応に有用なソーシャル・スキルの実行との関連性が見出された。一方
で、否定的援助要請態度の構造からは、教師に助けを求めることに対するばかにされる、
恥ずかしい、こんな情けない自分の内情を誰にも知られたくない思いから意図的に積極
的に隠蔽する傾向（ Larson ＆ Chastain，1990）」が援助要請を抑制していることを明ら
かにしている。  
太田・高木(2011)は、子どもの異変に気付いた親も援助を求めにくい実態を明らかにし
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ている。具体的には、高校生の親の援助要請態度を明らかにする過程で、援助を求める
過程に３つのゲートがあることを実証的に確認している。すなわち、 1stGATE は、援助
者や援助システムへの接近（＝援助要請に関するスティグマ）、2ndGATE は、求める援助
と与えられる援助のマッチング 3rdGATE は、援助授受の効果と成果による社会的効力感
の認知（＝自律的援助授受）の 3 つのゲートキーピングは、援助要請を促進する関係性
の構築と援助を求める親の文脈にそった課題の解決に有用な援助の提供、さらには課題
の軽減・解決に至った過程の評価による互恵的関係性の認知を促進することがもとめら
れる。援助を求め、救われた実感により、次また危機に遭遇した時は円滑に援助を求め
る態度形成と間接的援助者として専門的援助につなぐ互恵的他態度形成がなされるとし
ている。その研究では、教師に対する親の否定的援助要請態度は、不信感、自己隠蔽、
スティグマ、要請回避といった構造からなり、肯定的援助要請態度は、効果予期・信頼、
共感性予期、親役割、他者配慮といった構造からなることを明らかにしている。これら
の研究結果からゲートキーピング (＝自殺のサインに気づき，ラポールを形成しや家族や
専門機関との連携等適切な対応を取る支援 )は、日常の対人相互作用にその基礎があるこ
とが示唆されているといえよう。  
援助を求めやすくするためのＧＡＴＥキーピング  
図 1 は, 高木(1997)の援助要請過程を参考に新たに援助要請の方略分岐段階を加えた
仮説モデルである。以下では ,本モデルに即して援助要請を促進する支援のあり方につい
て提案する。  
Gate Keeping model は、窮地にある潜在的援助要請者（たすけを求めたいのに助けを
求められないでいる個人、または、助けを求める必要があるにも関わらず援助要請に忌
避的な態度を有する個人）が援助要請を実行するまで４つの Gate と６段階の介入要件か
ら構成される。  
・1st Gate 問題感受性の促進  
近年ネットいじめや， SNS 等を媒介した不用意な発信、深夜徘徊に端を発する重大事
案に子供自身が罪悪感や危機意識も無いままに当事者となっている状況がある (文部科
学省平成 22 年,2010)。これらの問題について、対面でのいじめだけでなく、対面的いじ
めと間接的ネットいじめ（個人名は特定しないが関係者であれば、明らかに特定の個人
への誹謗中傷を含む攻撃であることが解る書き込み）を併せた複合的いじめや個人名を
明示したネットいじめ、さらには、 SNS での個人への誹謗中傷等を拡散させるなどのい
じめなどがあり、多くに子供たちは、援助を求めることで問題の更なる悪化や解決可能
性の低さを予見して援助を求めない事態が在る。  
これらの事案については ,子供たちと共に援助者についても問題の重大性についての
感知能力を高める啓蒙教育の必要がある。  
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図 1  Gate Keeping model 
子供の道徳性と援助行動の発達には強い関連性がある (Rubin & Schneider,1973)こと
から,道徳や特別活動での協働が望まれる。具  体的には,他者との相互作用による向社会
的感情の促進を図る感情コンピテンス (Saarni,1999）に注目した実践が有用であろう。
【 3rdGate 援助要請スキル】  
主な関連要因 ;時間 ,場所 ,援助要
請スキル ,等  
 
実行  
結果の影響  
 
援助要請の指向性に  
よる援助要請方略の  
分岐  
【1stGate；問題の共有予期】  
主 な 関 連 要 因 ;年 齢 ,問 題 の 重 篤
度・潜在性 ,互恵的な文化規範の内
在化 ,互恵的教育環境等  
【2ndGate;援助への接近】  
主な関連要因 ;親和性 ,規範 ,援助要
請態度 ,ソーシャル･サポート等  
【4thGate 向社会的影響過程】 
主な関連要因 ; 援助者とのその後
の関係性 , 互恵的環境 ,等  
 
社会的比較  
過程  
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感情コンピテンスは ,「感情が引き出される社会的相互作用の中における自己効力感の現
れ」であり感情が引き出されるような社会的相互作用において自己効力感をもつために
必要なスキルから成り立っている（ Saarni，1999）。 Saarni(1999)では,発達段階別の相
互作用における感情経験の「制御 /対処」「表出行動」「関係構築」を示しており発達段階
にそったソーシャル・スキル・トレーニング (SST)の適用の指針に役立つ。  
また,周囲が気づいていても子供自身が問題に気づいていない時や、注意を促しても問
題として受け入れられない背景には発達障害等多様な障がいが関連していることもある。
発達障害の判別については子供たちの親や医療機関においても判別が難しいケースがあ
る。子供の障がい受容過程には独自の過程がありその理解に沿った支援がその後の援助
要請の基礎となる (太田,2007)。１型糖尿病を持つ子どもの学校生活においては ,インス
リン注射や捕食の必要がある。しかし ,教師の理解不足から不必要な活動制限を受けたり，
子供自ら他の友達からの非難を避けその関係を保つために必要な医療的措置を制限する
など二次障害や生命の危機をはらむ状況がある (堀内,2001)。以上からも障がいのある子
供たちが自立的援助要請を忌憚なくできる学級づくりは命の保全にも関わる重要なイン
クルーシブ教育の課題といえよう。  
しかし、教育現場の現状は、特別支援教育の経験やその経験があっても異なる障がい
についての知識や支援技術については ,未習の教師は少なくない (川戸ら ,2015)。障がい
のある子供たちの援助ニーズを開発するためには家族や医療機関、 SSW 等による援助チ
ームのコーディネートが必要である。教育現場におけるインクルーシブ教育の観点に立
つ取り組みとして ,多様な専門家の主導による SST(山内ら,2013)や他の子供たちとの交
流により双方の互恵的態度の形成を意図した取り組みもある (清水,2013)。これらの有用
な実践を学級に導入する端緒となるのは、援助が必要な子供に気づく援助チームの顕在
的援助要請者のみならず、潜在的援助要請者に対するセンシティビティが求められる感
受性 (本田・本田,2015)であろう。  
援助要請感受性を高めるためには教師と SC の協働だけでなく親を含めた校内外の援
助資源を適宜コーディネートした援助チームでの取り組みが必要である。しかし ,親の連
携やその援助資源の開発は容易ではない。  
太田・高木(2011)では,親の援助要請促進を目的として ,年間８回の定期的な講座を開き
平均 224 名の親の参加を得て,地域の規範や親の生活文脈にそった課題別の構成的グル
ープエンカウンター (SGE)や SST を実施している。その結果 ,保護者のカウンセリングへ
の来談者増 を報告していることからも ,教師や保護者を対象とした意図的・継続的心理
教育はチーム資源の開発とチームワークの形成にも有用であると思われる。  
援助資源の集約と活用には石隈・田村 (2003)による｢援助チームシート｣「援助資源シー
ト」が有用であろう。「援助チームシート」は ,個々の子供の援助案をまとめ、「援助資源
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シート」では、援助案にそった援助資源がノミネートされるようになっており、子供の
生活文脈にそった呼応性の高い援助チームの構成に役立つ。  
・2nd Gate 援助要請の社会的妥当性を高め ,意思決定を促す学級担任との協働  
援助要請の意思決定には ,援助を求めることに伴う報酬とコストが影響する (ex;西川
1986,相川,1988)。特に、援助要請に伴う自己評価の低下は大きな損失である (Nadler & 
Fisher,1986)。援助要請が級友や教師にどのように評価されるかといった社会的比較過
程(Festinger,1954)は、自己評価の基準となる。この過程では ,友人や教師さらには SC
への援助要請が円滑に行われることを意図した対人関係ゲーム (田上 ,2003)や SGE(國
分,1996)が有用であろう。これらの実践においては ,指導者が教師となっているが SC へ
の親和性を高める意図からも教師と SC の協働が有用であろう。  
・3rd Gate 援助要請を促進する接触頻度と「指導」の正当性認知  
SC への直接のアクセスを促進する実践に半田・有賀 (2002)の自由来室による中学生の来
談意向の促進がある。また ,河本(2002)では心理臨床的なアプローチに限定しない学習サ
ポートを含む多様な援助が来談者の満足と周辺的で潜在性の高い問題の援助要請を促し
たとの報告がある。これらの報告は、子供たちが援助を求める前に援助者との関係性を
優先していることを示しているといえる。すなわち、SC との周辺的な相互作用の結果を
査定し援助要請実行の可否を決断する様子が窺われる。このことから、業間や行事での
子供たちの生活文脈の一場面での交流が契機になるといえよう。  
一方,阿部・太田(2014)は,教師に叱られた経験についてその原因を多くの生徒が自分
のためを思って「先生」が叱ってくれたと理解しており、叱ってくれる教師に肯定的援
助要請態度を有していることを明らかにしている。また。高木・太田 (2010)では,高校生
においても,注意をする先生に対して相談しやすさを感じていることを報告しており ,教
師が合理的配慮に基づき適切な生徒指導を一貫した態度で実行することは援助要請を促
進すると考えられる。  
・4th Gate 援助を受けた結果の影響は、直面する問題について解決の糸口も見いだせ
ないまま途方に暮れていた個人が勇気を振り絞って助けを求めたことにより、問題解決
への端緒を見出せた実感に由来する。窮地にある自分にとことんつきあい救うために助
力を惜しまない他者の存在は個人が価値ある存在として認められていることを再認識さ
せ生きる意欲への誘因となり互恵的関係性の認知へと繋がる。  
図１Gate Keeping model は、援助要請の実行とその肯定的影響過程に至るための要
因のみが明示してある。各ステージでは、主にこれらの要因の欠如により進行が妨げら
れていることを念頭に援助要請を促進する介入が求められよう。  
 
 自殺予防教育プログラムの実施と有用性を示す指標  
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自殺予防教育では、①対象者の自殺リスク・アセスメント②親和的雰囲気の醸成（ラ
ポールの形成）③予防プログラムへの参加促進④リスクマネジメント能力の維持発展が
求められる。そしてプログラムの効果および成果の検証についてもこれら３つの観点か
らなされることが求められる。  
①の自殺リスク・アセスメントについては、自殺の対人関係理論 (Joiner et al,2011)
が指摘するように「生育歴のおける自殺関連行動に関する情報（＝身について自殺の潜
在能力）」「個人の集団への帰属意識の強さ関する情報（＝所属感の減弱）」「自己否定に
関する情報（＝負担感の知覚）」について、抵抗なく回答しやすい測定尺度で、により構
成される必要がある。  
②の親和的雰囲気については、高校や大学の教員の授業を通じてわかりやすさと親和
的雰囲気がプログラム実施前に共有されていることが大切である。  
③は、②の教員への信頼と親和的雰囲気が共有されていることと実施者である教員が
プログラム内容の周知理解と共に実施する教室の受講者との特性を考慮して適用するた
めにアレンジした展開案を用意することが求められる。  
④リスクマネジメントが維持発展は、プログラムの実施が予防教育の終了ではなく、
そこからが予防支援の始点であることを意味している。授業や定期的な面談、欠席者へ
の配慮、先の図１で示された援助を求めやすくするための Gate Keeping model が日常
の交流に実現されることが期待される。  
アメリカにおいても青年の主な死因である自殺予防のために作成された SOS 自殺予防
プログラムに関する評価研究 (Aseltine RH ,et al,2006)では、自殺行動の減少における
プログラム)の有効性を検討している。その結果、プログラムを受けた生徒は、自殺念慮
や自殺指向性の低下、抑うつ気分や自殺に関するウ知識や態度の改善、個人や友人のう
つ病や自殺に関して専門家や大人へのより適応した援助要請態度の変化が明らかにされ
た。  (※SOS プログラムは，文科省における「平成２２年度児童生徒の自殺予防に関す
る調査研究協力者会議  審議のまとめ」でも参照されている )。  
これら universal approach とよばれる不特定多数の生徒に対する普遍的な自殺予防
教育プログラムの多くは、基本的なカリキュラムにそって実践がなされ、その効果とし
ては、自殺の予兆を示す危険因子の発見と自殺の予兆についての知識の増大をもたらす。
また、プログラムを経験した青年たちは、自殺関連行動について人に助けを求める行動
や態度が改善されたことを自記式アンケートで報告している。  
自殺に関してハイリスクの生徒や学生については、察知した時に適切な対処をするた
めにゲートキーパートレーニングがある。 Reis,C.,&Cornell,D(2008)は、 QPR(Question 
Persuade Refer)を用いて 252名の教職員を対象にゲートキーピングプログラムを実施し
たところ 74％の対象者が①自殺のサインの認識②ハイリスク生徒のアセスメント③専
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門的なアセスメントや治療へのリファーといったプログラムの目的に関する知識やスキ
ルに対する自信を得たとの報告を得ている。ゲート・キーパーは、何も教員やスクール
カウンセラー等に限定されない。特に、中学・高校卒業後、それまで心身の不調を察し
くくれた養護教諭が常駐した「保健室」への避難や援助希求はできない青年たちにとっ
て、身近な教員や友人が家族と共にゲート・キーパーとなることの重要性が高まる。  
先の太田・高木 (2011)の研究結果でも示されているように、親の援助要請態度について
は、スティグマ等強い抵抗力が働くため学生本人よりも自助努力や問題軽視、子どもの
自己解決力への過信といった親子内閉塞に陥ることも懸念される。  
このことは、太田・阿部（ 2012）における日常の相互作用において、他者に何気ない
援助を気軽に求めることにより、お互いの関係性を忖度する「関係志向的援助要請」か
ら、課題解決のための援助要請さらには、自己存在や命に係わる究極の課題について安
心して信頼できる他者への「援助希求」への過程を示唆するものとも理解できよう。  
自分の困難の質と緊急性を察知して、適合的援助を実行してくれる援助者は、一朝一夕
には、つくれない。それは、日常の相互作用から始まる対人関係で生成されていく。こ
の過程は援助者の側面から捉えなおすと、日々の相互作用を援助の交換と認知すること
により両者の関係は次第に呼応性を高め、適合的援助が可能な関係へと開発されていく
ことが想定されよう。  
図２は、Kahn R. L., Antonucci T. C. (1980)のコンボイシステムを基に作成した適合
的援助関係の形成過程である。最初は、ただ一緒に居るその他大勢だった仲間との間で、
相互に援助授受が繰り返され適合的援助授受が可能な友人が見いだされ、自己開示を伴
う関係へと発展することにより深刻な問題についても適合的援助が可能となる過程を示
している。このプロセスでは集団成員の相互作用にある程度の時間が必要である。学校
であれば、修業年限があることからも、その時間の確保は見込めるが、学校に所属して
いない青少年や籍はあるが所属感や居場感の低い状況を余儀なくされている人たちにと
っては、このプロセスが開始されないように思われるがそうではない。身近な家族やき
ょうだい、学校外の人たちとの交流も視野に入れる必要がある。  
若者の自殺予防に関する課題  
高校・専門学校特に大学や勤め先では、提案する系統的なプログラムの実施は困難で
ある。プログラムの実施に先立つ、土台作りが必要である。そのためには、本論で示し
た自殺関連の統計ではなく、所属する学校や職場で、「死にたい」と思ったことがある人
の数やそのとき、たすけを求めることができたか、援助を求めようとして傷ついたこと
はなかったかなどの調査とそれに対応できる制度が必要である。  
  
 
梅花女子大学心理こども学部紀要, 9
- 9 -
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図２  適合的援助関係の形成過程  
Kahn R. L., Antonucci T. C. (1980)を基に作成  
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